
 

 

 

外為令別表の９の項（３） （省令第２１条第３項） 
通信に係る技術 

 
（１／２） 

 
 
 
 

 
 

質  問  事  項 回  答 備考 

以下の質問事項において、回答右欄の「はい」にチェックした場合（但
し、破線で囲まれたものは除く）、本欄中の当てはまる□内にチェックを
記入すること。 

 

        

【省令第２１条第３項（外為令別表の９の項（３）関連）】         

通信用に設計したマイクロ波用モノリシック集積回路を用いた電力増幅器

であって、次のいずれかに該当するものの 設計又は 製造に必要な技

術（プログラムを除く）か？ 

（解釈） ｢必要な技術｣ ： 規制の性能レベル、特性若しくは機能に 

           到達し又はこれらを超えるために必要な技術をいう。 

 
第一号 動作周波数が２．７ギガヘルツ超６．８ギガヘルツ以下であっ

て、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が１５パーセントを超
えるもの 

  イ．  動作周波数が２．７ギガヘルツ超２．９ギガヘルツ以下であっ
て、ピーク飽和出力値が７５ワット（４８．７５ディービーエム）
を超えるもの 

  ロ．  動作周波数が２．９ギガヘルツ超３．２ギガヘルツ以下であっ
て、ピーク飽和出力値が５５ワット（４７．４ディービーエム）を
超えるもの 

  ハ．  動作周波数が３．２ギガヘルツ超３．７ギガヘルツ以下であっ
て、ピーク飽和出力値が４０ワット（４６ディービーエム）を超
えるもの 

  ニ．  動作周波数が３．７ギガヘルツ超６．８ギガヘルツ以下であっ
て、ピーク飽和出力値が２０ワット（４３ディービーエム）を超
えるもの 

第二号 動作周波数が６．８ギガヘルツ超１６ギガヘルツ以下であ
って、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が１０パーセン
トを超えるもの 

  イ．  動作周波数が６．８ギガヘルツ超８．５ギガヘルツ以下であっ
て、ピーク飽和出力値が１０ワット（４０ディービーエム）を超える
もの 

  ロ．  動作周波数が８．５ギガヘルツ超１６ギガヘルツ以下であって、
ピーク飽和出力値が５ワット（３７ディービーエム）を超えるもの 

第三号 動作周波数が１６ギガヘルツ超３１．８ギガヘルツ以下で
あって、ピーク飽和出力値が３．０ワット（３４．７７デ
ィービーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周
波数で除した値が１０パーセントを超えるもの 

第四号 動作周波数が３１．８ギガヘルツ超３７ギガヘルツ以下で
あって、ピーク飽和出力値が０．１ナノワット（マイナス
７０ディービーエム）を超えるもの 

 

 
 いいえ 

↓ 

 
 は い 

↓ 

      

(記入欄) 

(1)動作周波数：     GHz 

 

(2)ピーク飽和出力値：     Ｗ 

（     dBm) 

 

(3)瞬時帯域幅を中心周波数で除した値： 

     % 

 

      

提供技術名：       

メーカー名 ：       

該非用パラメータシート 
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外為令別表の９の項（３） （省令第２１条第３項） 
通信に係る技術 
 
 
 
 

（２／２） 
 

質  問  事  項 回  答 備考 

 
第五号 動作周波数が３７ギガヘルツ超４３．５ギガヘルツ以下で

あって、ピーク飽和出力値が１．０ワット（３０ディービ
ーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周波数で
除した値が１０パーセントを超えるもの 

第六号 動作周波数が４３．５ギガヘルツ超７５ギガヘルツ以下で
あって、ピーク飽和出力値が３１．６２ミリワット（１５
ディービーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心
周波数で除した値が１０パーセントを超えるもの 

第七号 動作周波数が７５ギガヘルツ超９０ギガヘルツ以下であっ
て、ピーク飽和出力値が１０ミリワット（１０ディービー
エム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周波数で除
した値が５パーセントを超えるもの 

第八号 動作周波数が９０ギガヘルツを超えるものであって、ピー
ク飽和出力値が０．１ナノワット（マイナス７０ディービ
ーエム）を超えるもの 

 
（解釈）「瞬時帯域幅」：他の動作パラメータを変えない状態で、出力が 

３デジベル未満の変化範囲にとどまる帯域幅をいう。 
（解釈）「ピーク飽和出力値｣ ：製品データシート中に参照されている出力、飽

和出力、最大出力、ピーク出力又はピーク包絡線出力ともいう。 
 

  
       

 

(判定) 以上の結果、標記省令第２１条第３項に該当するか？(注)  非該当

  該当       
（注） 回答欄において、アンダーラインが付いたものが、 

左欄のみにチェックされた場合は、当該技術が、 

標記外為令別表の９の項（３）（省令第２１条第３項）に 

非該当であり、１つでも右欄にチェックされた場合は、 

該当と判定される。 

      

作成責任者： (作成年月日     年     月     日) 

会 社 名       

所属・役職       

(フリガナ)       

氏   名       印 

電   話       

該非用パラメータシート 
（通信・技術） 
 様式 ９－技３ 


